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○只見町除雪支援保険事業に係る高齢者等への助成要綱 

平成19年11月１日訓令第23号 

改正 

平成20年11月１日訓令第19号 

平成23年３月31日訓令第12号 

平成24年11月１日訓令第23号 

只見町除雪支援保険事業に係る高齢者等への助成要綱 

（目的） 

第１条 本要綱は、只見町除雪支援保険事業実施要綱（平成19年只見町訓令第22号。以下「実施要

綱」という。）第３条第３号の規定に基づき、実施要綱第８条に規定する除雪作業標準額（以下

「除雪作業標準額」という。）の負担が容易でないと判断される高齢者等へ、その一部を助成し、

冬期間の安定的な除雪作業を支援することを目的とする。 

（対象者） 

第２条 助成の対象は、当該11月１日現在において只見町に住所を有する世帯で、越冬等による一

時空き家状態を除き除雪対象となる家屋に常時居住する世帯であり、次の各号に掲げる世帯のう

ち前年中の世帯員の総所得金額が、総世帯員数から１を減じた数に94万５千円を乗じた金額に33

万円を加えた額を超えない世帯とする。 

(１) 世帯員全員が11月１日現在で満65歳以上の世帯   

(２) 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の規定に基づき、身体障害者手帳

の交付を受けている者（以下「身障手帳所持者」という。）であって、その障害程度等級が１

級又は２級の者が属する世帯 

(３)  身障手帳所持者であって、その障害程度等級が３級（心臓、腎臓、呼吸器、ぼうこう若し

くは直腸又は免疫の機能障害を有する者に限る。）の者が属する世帯 

(４) 福島県療育手帳制限要綱（昭和49年２月１日付け49児第15号福島県厚生部長通知）に定め

る療育手帳の交付を受けている者が属する世帯 

(５) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第45号第２項の規定に

基づき精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者であって、その障害程度等級が１級又は

２級の者が属する世帯 

(６) 只見町ひとり親家庭医療費の助成に関する条例（平成12年３月30日条例第19号）第２条に

定義するひとり親家庭が属する世帯及び父母のいない児童を養育する世帯 
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２ 前項の要件の判定において、住民登録上世帯分離がなされている世帯にあっては、実質上同居

している場合は同一の世帯とみなす。 

３ 前年度分賦課に係る町税、後期高齢者医療保険料及び介護保険料に滞納がないこと。 

４ 町長が前各項との均衡上、特に必要と認めた場合 

（助成率） 

第３条 助成率は次に掲げるところによる。なお、この場合、助成対象額は除雪作業標準額とする。 

(１) 前年中の世帯員の総所得金額が総世帯員数から１を減じた数に94万５千円を乗じた金額に

33万円を加えた額以下の世帯は、除雪作業標準額の３分の１を助成する。 

(２) 前年中の世帯員の総所得金額が総世帯員数から１を減じた額に35万円を乗じた金額に33万

円を加えた額以下の世帯は、除雪作業標準額の２分の１を助成する。 

(３) 前年中の世帯員の総所得金額が総世帯員数から１を減じた数に24万５千円を乗じた金額に

33万円を加えた額以下の世帯は、除雪作業標準額の３分の２を助成する。 

(４) 前年中の世帯員の総所得金額が33万円以下の世帯は、除雪作業標準額の６分の５を助成す

る。 

２ 前項の所得を判断する場合、事業所得などで事業専従者控除を受けている場合は、控除前の額

で判断する。 

３ 助成金に１円未満の端数が生じた場合は切り捨てる。 

４ 軽減率を判断する世帯員構成の基準日は、当該年度11月１日とする。 

（助成の流れ） 

第４条 町は、実施要綱第７条第１項の規定により提出された除雪作業申込書により対象者の適否

を審査し、対象者と認めた場合は、前条第１項に定める助成金を直接対象者に助成する。 

２ 助成対象者は、実施要綱第７条の申込みに係る除雪作業を行う除雪作業事業者等に前条第１項

に定める助成金の受領を委任することができる。この場合において、町長は、只見町除雪支援保

険事業助成金申請書兼代理受領委任状を徴収しなければならない。 

３ 第１項において対象者と認めた場合は、除雪支援保険事業助成金決定通知書（様式第２号）を

対象者に送付するものとし、前項に定める委任を行った者については、その写しを委任を受けた

除雪作業事業者等に送付するものとする。 

（豪雪による特例） 

第５条 実施要綱第９条の規定により除雪作業標準額を増額した場合は、前条の助成を受けた者（以

下「特例受給権者」という。）の請求により、増額前の除雪作業標準額の２分の１以内で町長が
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定めた額の追加助成金を助成することができる。 

２ 前項の請求は、豪雪による除雪支援措置追加助成金請求書（様式第３号）によるものとする。 

３ 特例受給権者は、実施要綱第７条の申込みに係る除雪作業を行う除雪作業事業者等に第１項に

規定する追加助成金の受領を委任することができる。この場合において、町長は、特例受給権者

から委任状を徴収しなければならない。 

附 則 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成20年11月１日訓令第19号） 

この訓令は、平成20年11月１日から施行する。 

附 則（平成23年３月31日訓令第12号） 

この訓令は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年11月１日訓令第23号） 

この訓令は、平成24年11月１日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 

 

 

様式第２号（第４条関係） 
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様式第３号（第５条関係） 
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